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金融市場 定期預金による預金獲得競争～個人預金への波はもうすぐ？～ 

主任研究員 飯田 馨  Tel:026-224-0508  Mail：kaoru.iida@neri.or.jp 

1. 定期性預金への資金流入が加速 

■ 日銀が今月 11日に公表した 10月の貸出・預金動向によれば、銀行および信金計の総貸出平残は前年比

＋4.1％と高い伸びが続いており、預金（実質預金＋CD）も前年比＋0.8％と底堅い動きが続いている。ただし、

預金動向を細かくみると、預金の中身は変化している。すなわち、図表 1 は別の統計を基に要求払預金（普

通預金や当座預金等）と定期性預金（定期預金や定期積金等）別に前年差の動きをみたものである。これを

みると、日銀の金融政策正常化を受けて、要求払預金から定期性預金へのシフトが進んでいることが分か

る。前回（06～07 年）の利上げ局面でもみられた現象だが、政策金利が物価上昇率を大幅に下回る状況下

で、定期性預金への資金流入が加速している様子が窺われる。 

（図表１） 要求払預金、定期性預金別にみた預金の前年差と無担保コール O/N物レート、コア CPIの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 現状は法人の定期性預金の増加が主因だが？ 

■ 定期性預金を増やしている主体はどこか。そこで、図

表２では、（図表１と定義が異なる統計だが）マネースト

ック統計を用いて個人と法人別の動きをみると、23 年以

降、一般法人の準通貨（定期預金など）が増加してお

り、足元では伸びをさらに高めている。このため、図表 1

と合わせてみると、この間の定期預金の伸びのほとん

どは一般法人預金によるものと推察される1。企業の余

剰資金の受け皿として、相対的に金利妙味のある定期

性預金に資金がシフトしており、こうした動きは過去と比

較しても違和感はない（図表 3）。 

■ ただし、足元では、個人でも定期性預金が増加に転じ

 
1 半期に一度公表される日銀の預金者別預金（直近は 25 年 9 月）をみても同様の結果が得られる。 
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（図表 2） 個人預金・一般法人預金別にみた 

預金通貨、準通貨末残の前年差 
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てきていることが分かる（図表２）。個人預金は、預金通貨の規模で比較すると、一般法人の２倍以上の残高

があり、ここが動き出すと預金調達コストへの影響も大きくなることが想定される。 

 こうした下で、前回の利上げ局面を振り返ると、今次局面同様に一般法人の準通貨が増加したのち、それ

に遅行して個人が増加していることが分かる（図表４）。前回は、0.5％への利上げ決定からおよそ 10 か月後

に明確な増加に転じているが、今次局面は 25年１月の利上げから６か月後には増加に転じてきており、この

間のネット銀行の普及やインフレ率の差などもあって、個人の金利感応度が前回よりも高まっていることが

示唆される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 預金の東京一極集中が進む～中長期的な課題から喫緊の課題へ～ 

■ こうした預金動向は、地域金融にも影響を与えることが想定される。地域金融機関では、少子高齢化・人口

減少といった構造的な預金調達基盤の脆弱化が指摘されてきたほか、人口の都市部への流出に伴い世代

交代を通じて預金が都市部へ流出する“相続預金”の問題も指摘されてきた。この点、“金利のある世界”以

前は、どちらかと言えば中長期的な課題という文脈で語ら

れることが多かったが、既述の通り、金利が上昇し始める

と、時計の針が一気に進み、預金調達基盤の強化は目

下の課題となりつつあるだろう。 

■ 図表５は、25 年９月時点の定期性預金の前年差につい

て地域別にシェアをみたものだが、（要求払預金からの振

替を加味しても）大手企業が集中する東京都に定期性預

金が集中していることが分かる（ちなみに前年比増加額

のシェアをみると、東京都に約７割の定期性預金が集中

している）。こうした中、地域銀行でも、東京支店において

一般法人の定期性預金を獲得する動きが広がっていると

の指摘2もみられ、こうした流れを食い止めようとする動き

も一部にはあるようだ。 

 
2 「地銀、東京支店で預金増強、狙いは大企業、5割増も」（ニッキン 2025年 3月 21日付、1面） 

（図表 3） 預金種類別・預入期間別の店頭表示金利 （図表 4） 個人預金・一般法人預金別にみた預金通

貨、準通貨末残の前年差（06年～） 
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（図表 5） 25年９月時点の預金前年比の 
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 しかしながら、個人預金まで議論を敷衍すると、相対的にコスト効率が高いネット銀行や、ここにきてリテー

ル戦略を強化する大手行への預金集中の流れが強まる恐れもあり、預金調達力の格差を通じて地域金融

機関の収益力へ影響することが想定される。実際、金融庁の分析3によると、定期預金の利回り差が預金残

高に有意に相関すると指摘しており、回帰分析の結果として定期預金金利が＋1bps 上昇すると「地方銀行

では 3.88％、第二地銀では 3.54％、ネット銀行では 6.28％ほど残高が伸びる」（原文ママ）としている。 

■ 9 月 3 日付の拙コラム「地域銀行の預金獲得競争と今後へ

の示唆～健全性がより重要な局面に～」でも指摘したが、預

金は金融機関にとって運用のために必要な資金であり、日銀

の利上げにより運用利回りが改善したとしても運用する資金

がなければ収益貢献は乏しくなる。 

 他方で、預金者にとっては、預入する預金利率に対する目

線がシビアになるほか、近年のNISAを通じた貯蓄から投資へ

の流れもあって（図表６）、預金金利に対する目線が過去に比

べると厳しくなることが見込まれる。そうなれば、金融機関によ

っては調達コストばかりが増加して、逆ザヤに陥るリスクさえ

あるだろう。図表２をみる限り、個人預金の定期性預金へのシ

フトの動きはまだ序の口であり、これからさらに調達コストが

増加していくことになるとみられる。今年度下期以降の金融機関決算には、特に注目していく必要がある。 

以 上 
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3  金融庁「足元の預金動向の実態把握と金利上昇との関係にかかる分析」（FSA Analytical Notes(2025.5)） 

（図表 6） NISA口座数 
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